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growth factor-b1：TGF-b1）があり，がん細胞
の増殖・浸潤・転移を促進することが報告され
ている。放射線による EMT誘導にも TGF-b1
が関与する可能性が指摘されているが，そのメ
カニズムはいまだ明らかでない。
　当研究室ではごく最近，放射線照射後の
DNA損傷修復に TRPM2 及び TRPV1 チャネル
が関与することを明らかにした。TRP チャネ
ル（transient receptor potential channel） と は，
温度変化，機械刺激，浸透圧，痛み，フェロモ
ン，pH変化，酸化ストレスなどの刺激により
活性化されるカチオンチャネルであり，細胞に
おけるセンサータンパク質として機能する。莫
大な機能的多様性を有するイオンチャネルファ
ミリーを成しており，TRPC，TRPP，TRPV，
TRPM，TRPML，TRPAの 6つのサブファミリ
ーに分類される。これらは，様々ながん細胞に
おける発現が認められており，上皮癌の形成や
進行のほか，増殖やアポトーシス，浸潤・転移
などにも関与するといった報告がある。このよ
うに TRP チャネルの生理的機能は多岐にわた
ると考えられている。
　そこで本研究では，ヒト肺胞基底上皮腺癌細
胞であるA549 細胞を用いて，放射線によるが
ん細胞の EMT誘導と，TGF-b1 シグナルや

1　背景・目的
　放射線治療は，細胞に対する放射線の傷害作
用を利用してがん組織を消滅させたり増殖を抑
えることができ，臨床での有効性からも信頼の
おかれているがん治療法の 1つである。一方
で，正常組織の炎症，線維化，周辺組織の腫瘍
化といった有害な副作用も報告されている。さ
らに，放射線から逃れたがん細胞は悪性度を増
し，転移能や浸潤能が増強するといった実験例
もある。
　その根底にあるメカニズムとして上皮間葉移
行（Epithelial-Mesenchymal Transition：EMT）
が挙げられる。EMTとは，上皮細胞が間葉細
胞へと変化し，遊走能や浸潤能を獲得する形態
形成プログラムであり，細胞間結合の融解やア
クチンなどの細胞骨格の再構築，細胞運動性の
向上などを伴う。生理学的な機能としては，胚
発生，組織の再生の促進や再構築，又は様々な
病理的傷害に対する修復など，重要な役割を担
っている。その一方で，病態生理学的な EMT
は上皮癌による転移能の獲得を仲介する一面を
持っている。
　EMTにおける重要な修飾因子として，細胞
や組織において増殖や分化を制御しているトラ
ンスフォーミング増殖因子 b1（transforming 
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が関与していることが示唆された。

3　考察・展望
　g 線による EMT誘導に伴う細胞遊走は，
TGF-b1 シグナル経路を介して引き起こされる
可能性が示唆された。TGF-b1 は，細胞や組織
の発展，分化，生存を制御している多機能サイ
トカインであり，がん細胞においても浸潤・転
移を促進させる EMTの重要な制御因子である
ことが既に明らかとなっている。しかし，
TGF-b1 による EMT誘導過程における，詳細
な分子機構についてはいまだ議論の余地があ
り，様々なシグナル経路が考えられているが，
その 1つに Smad 経路がある。TGF-b1 シグナ
ルによって細胞内シグナル伝達因子である
Smad2／3 がリン酸化され，EMT関連因子が誘
導されると考えられている。また一方では，
PI3K や Ras-MAPK，RhoA な ど が 関 与 す る
non-Smad 経路も示唆されている（図 2）。
　放射線による EMT誘導についても，TGF-b1
シグナル伝達経路のみならず，non-Smad シグ
ナル伝達経路についても今後検討していく予定
である。

TRP チャネルとの関連を解明することを目的
として検討を行った。

2　結果
　A549 細胞に 2 Gy の g 線を照射したところ，
紡錘状の形態や仮足の形成といった EMT様の
変化がみられた。臨床での放射線治療では，1
回当たり数Gyという線量が用いられること
や，また細胞へのダメージを考慮し，本実験で
は 2 Gy の線量を用いることにした。
　次に細胞遊走能の変化について，transwell 
chamber を用いて検討を行ったところ，g 線照
射及び TGF-b1 の添加によって遊走能は有意に
亢進された。また，細胞骨格を形成し運動に関
与するアクチンについて，Rhodamine-Phalloidin
染色を用いて観察を行ったところ，g 線の照射
によって繊維状アクチンの形成がみられた。そ
こで，TGF-b1 受容体阻害薬である SB431542
を処置した結果，細胞運動能の低下が認められ
た。また，ELISA 法を用いて細胞培養上清中
TGF-b1 濃度を測定したところ，g 線照射によ
る上清中 TGF-b1 濃度の有意な増加が認められ
た。以上の結果より，g 線による細胞遊走に
TGF-b1 シグナルが関与していることが示唆さ
れた。
　次に，TRPM2 及び TRPV1 チャネルと g 線
誘導 EMTとの関連性を検討した。TRPV1 チャ
ネル阻害薬である CPZ（capsazepine）の処置，
及び siRNAの細胞内導入による本チャネルの
発現抑制によって，EMTに伴う細胞遊走とア
クチンリモデリングは有意に抑制された。一
方，TRPM2 チ ャ ネ ル 阻 害 薬 で あ るDPQ
（3, 4-dihydro-5-［4-（1-piperidinyl）butoxy］-1（2H）- 
isoquinolinone）の処置では，g 線による運動能
の増加に変化は認められなかった。そこで，
TRPV1 チャネルのアゴニストである CPS（cap-
saicin）を添加したところ，細胞遊走やアクチ
ンリモデリングがより促進された（図 1）。
　これらの結果より，g 線による EMT誘導に
は TGF-b1 に加え，TRPV1 チャネルの活性化

図 1　TRPV1活性化による遊走能の亢進
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いてはいまだ明らかではない。今後，これらの
シグナル経路を含め，放射線による EMT誘導
に関与する因子をさらに検討し，がんの転移・
浸潤メカニズムを解明していく予定である。

　今回の結果から TGF-b1 に
加えて TRPV1 チャネルの活
性化と細胞遊走との関連が示
唆された。TRPV1 チャネル
は，先に述べたようにカプサ
イシンや熱（≧43℃），酸化
ストレスなどにより活性化さ
れる非選択的カチオンチャネ
ルであり，炎症メディエータ
ーであるATP や PGE2 の存
在下において，活性閾値が低
下することが知られている。
　放射線による TRPV1 の活
性化経路については明らかではないが，放射線
が産生するROSによる酸化ストレスや，ATP
放出による活性閾値の低下などが関与している
可能性も考えられる。しかし，EMT誘導にお
ける TGF-b1 と TRPV1 チャネルの関連性につ

　特に核内 long ncRNAは，近年特徴的かつ重
要な生理的役割を有することが明らかになって
きた。ncRNAは，それ自身が機能を持つため，
その機能制御には ncRNAの量的制御がより重
要になる。
　細胞内において，RNAの発現量は「転写」
と「分解」のバランスによって調節されてい
る。このうち，核内 ncRNAの「転写」は
mRNAと同様に，ゲノムであるDNAから
RNAポリメラーゼⅡによって転写されること

1　はじめに
　RNAの量的制御は遺伝子発現制御の基盤と
なっており，適切な細胞機能の発現や調節の上
で重要な制御ポイントとなっている。近年，タ
ンパク質に翻訳されないRNAである non-
coding RNA（ncRNA）が発見されてきている。
　ncRNAは長さによって大きく 2つに分類さ
れる。1つは，small ncRNAであり，代表例と
してmicro RNAが挙げられる。もう 1つは，
long ncRNAであり，200 bp 以上のものを指す。

核内機能性non-coding RNAの
分解に関与するRNA結合タンパク質
PUM1の機能解析

秋月　　源
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図 2　放射線による EMT誘導メカニズム
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構成因子であるNEAT1v2 の量的制御に関与す
る PUM1 を解析することが重要となってくる。
　PUM1 は細胞質において，mRNAの 3’UTR
に結合し，その標的mRNAの分解制御や翻訳
調節をすることが報告されているが，核内
ncRNAに対する役割は全く不明である。
　核内 long ncRNAであるNEAT1v2 の分解に
PUM1 が関与するという結果より，細胞質に局
在する PUM1 の一部は核内にも存在するので
はないかと考え，モチーフ解析を行った。
　その結果，PUM1 の N末，6～50 アミノ酸に
核移行シグナルがあると予測され，PUM1 が核
内にも存在すると予想された。
　さらに，PUM1 の RNA結合配列（UGUAU-
AUA）が報告されているが，コンピューター
サーチの結果，NEAT1v2 の配列中に 2つタン
デムにコードされていることが確認された
（図 1）。

からmRNAの知見が応用できる。
　しかし，「分解」についてはmRNAが細胞質
で分解されるのに対して，核内 ncRNAは核質
で分解を受けている。よって，核内 ncRNAの
分解段階はそれ独自の分解機構があると予測で
きる。
　現時点では，核内における ncRNA分解機構
のメカニズムはほとんど分かっていない。ここ
で，RNA分解では標的 RNAの認識を担う RNA
結合タンパク質が中心的役割を担っていると考
えられるため，核酸結合ドメインを有するタン
パク質を標的とする shRNA発現ライブラリー
を用いて，各遺伝子を系統的かつ網羅的に発現
抑制し，核内機能性 ncRNAの分解に寄与する
RNA結合タンパク質の同定を試みた。
　
2　結果及び考察
　shRNA発現 vector を Hela 細胞に導入するこ
とで，約 900 種のタンパク質を系統的に発現抑
制するスクリーニングを行った。その結果，発
現抑制するとNEAT1v2 の発現量が 9.7 倍に増
加する遺伝子として PUM1＊1 を見いだした。
NEAT1v2 はパラスペックルという核内構造体
形成の必須因子である。パラスペックルは
DNA修復を行う因子などが局在しており，放
射線照射によって受けるDNA障害に応答する
と考えられる。よって，パラスペックルの必須

＊1　 PUM1（pumilio homolog 1）  
酵母から哺乳類まで広く保存されたタンパク質。胚
発生，細胞分化時において標的をするmRNAの
3’UTR に結合し，その標的mRNAの分解制御や翻
訳調節をしている1）。  
PUM1 自身は RNase 活性を有していないので，細胞
質においてはCNOT（CCR4-NOT）というデアデニ
ラーセとコンプレックスを作り，標的mRNAの分解
に関与している2，3）。

図 1　PUM1のモチーフと NEAT1v2内の結合配列
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3　今後の展開
　この PUM1 によるNEAT1v2 発現量調節が
RNA分解段階にあるかを再確認するため当研
究室において開発された，修飾核酸 5́-Bromo-
Uridine を用いた in vivoパルスラベル法を利用
した新規RNA分解速度測定法（BRIC 法）1）に
よって，RNAの分解速度の測定を調べる。ま
た，PUM1 と NEAT1v2 が直接結合しているこ
とをRIP 法で検証する。
　PUM1 は RNA分解酵素活性を持たないの
で，核内においてRNA分解酵素と相互作用す
ることが必須であると考えられる。そこで，核
内RNA分解酵素複合体である EXOSOMEと
PUM1 が相互作用するかを免疫共沈降実験法で
検証する。
　加えて，PUM1 によるNEAT1v2 発現量変動
がどのような生理的意義を持つのかを，放射線
などのストレス刺激を網羅的に解析し，PUM1
がどのようにNEAT1v2 の安定性及びパラスペ
ックル形成に影響を与えているかを検証してい
きたい。

【謝辞】

　本研究を進めるに当たり，終始適切な助言を
賜り，丁寧にご指導してくださった指導教員，
東京大学アイソトープ総合センター研究開発部
門，秋光信佳准教授に感謝いたします。
　また本研究を行うに当たり，ご協力してくだ
さった東京大学理学系研究科の程久美子先生，
議論を重ねてくださったアイソトープ総合セン
ターの研究室のメンバーに深く感謝いたしま
す。

参考文献

 1） Imamachi, N., et al., BRIC-seq: A genome-wide 
approach for determining RNA stability in mam-
malian cells, Methods, S1046-2023（13）, 00263─
00266 （2013）

 2） Spassov, D.S., et al., Cloning and comparative se-
quence analysis of PUM1 and PUM2 genes, human 
members of the Pumilio family of RNA-binding 

　そこで，核内の PUM1 が NEAT1v2 と結合し
共局在しているのではないかと考え，RNA-
FISH 法及び IF 法を用いて共焦点顕微鏡で
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分かった（図 2，3）。
　以上の結果から，核内 PUM1 は NEATv2 と
共局在し，その分解に関与していることが示唆
された。

＊2　 p54（NoNo）  
パラスペックルを構成するタンパク質の 1つ。転写，
選択的スプライシングなど，様々な核内イベントに
関与している4）。 

図 2　核の FISH画像

図 3　図 2の線上での各蛍光強度
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コ，エリンギ，アラゲキクラゲ，シイタケ，ブ
ナシメジである。菌床栽培条件を様々に変え，
200 組程度の移行係数を算出・比較し，それぞ
れのキノコについて栽培最適条件を検討してい
る。培地の調製及びキノコの栽培は株式会社キ
ノックスで行い，トレーサを用いた実験全般，
試料作成と放射能測定は東北大学で行った。

2　実験結果と考察
2.1　培地への添加剤の検討
　表 1に 100 Bq／kg 程度の混合培地を用いて
850 ml 菌床ポット（シイタケは 1.2 kg 袋菌床）
栽培を行った際のそれぞれのキノコの移行係数
を示す。栽培は同条件のポット複数個で行い，
得られたキノコ子実体を合計し粉砕，均一化し
た後にU8容器に詰めてGe 半導体検出器で放
射能を測定した。移行係数はキノコ子実体の放
射性セシウム（134Cs，137Cs）合計濃度（Bq／kg，
生重量）を培地の放射性セシウム合計濃度
（Bq／kg，乾重量）で除した値とした。なお，
培地の乾重量は含水率を 12％としたときの値
に換算している。また，今回の測定データはそ
れぞれの組の培地調製時に壊変補正をして移行
係数を算出した。134Cs，137Cs 放射能比は 2011

1　はじめに
　キノコ子実体への放射性のセシウム（Cs）
濃縮は 1960 年代に大気圏内核実験のフォール
アウトが問題になった頃から指摘され1），1986
年のチェルノブイリ原子力発電所事故以降はヨ
ーロッパを中心に数多くの報告がなされてき
た2，3）。今回の福島第一原子力発電所事故後も
キノコへの放射性セシウム濃縮が報告され，食
品への汚染が危惧された。例えば我々の宮城県
内の自生キノコの測定からも4），厚生労働省の
出荷制限基準値以上となるような放射能濃度を
持つものが見付かった。東北地方のキノコ栽培
においては，福島県産の広葉樹オガコを用いる
ことが多かったために，濃縮率の高い品目を栽
培した際，出荷制限の規制を受けるのではない
かと生産者側にも大きな不安が広がった。
　そのため，我々は生産者が安心して生産でき
るような，栽培キノコにおける放射性セシウム
移行率を極限まで抑える栽培技術の開発を行っ
ている。これまでに検討を行った品目は，ナメ

トレーサ実験による栽培キノコの
放射性セシウム移行の研究

入澤　　歩，他※
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され，1％以上の添加では
ほとんど子実体が形成され
なかったため，添加量のバ
ランスが重要である。一
方，アラゲキクラゲ，ブナ
シメジ，シイタケでも，プ
ルシアンブルー添加により
移行係数の低下が見られ，
かつ，少なくとも 0.5％以
下の添加量では，添加量に
対して収量の変化はほとん
ど見られなかった。
2.2　トレーサ実験
　取り込み機構を調べるた

め複数の放射性核種を含むトレーサ（137Cs，
22Na，152Eu）を用いた移行実験を行った。菌糸
の蔓延したエリンギ菌床栽培ポット表面を菌掻
きし，露出させた培地表面から全長の半分程度
の深さ 7 cm の地点にトレーサをそれぞれ約
1,000 Bq ずつ含んだ水溶液を合計 1 ml 注入し
10 日間育成を行った。
　育成後，エリンギの柄を水平方向及び垂直方
向にスライスしイメージングプレートで濃度分
布を観測したところ，ほぼ均一であった。それ
ぞれの核種の濃度を測定すると，移行係数の比
は 137Cs：22Na＝1：1.4，一方，Eu の移行は見
られないという結果が得られ，今回の条件では
化学的に明らかに挙動の異なる 152Eu だけでな
く，同じアルカリ金属元素である 137Cs と 22Na
でもわずかに差が見られた。キノコのセシウム
蓄積機構の 1つとして，ある種のキノコは多座
配位子となり得る成分を含んでおり，それがセ
シウムと錯形成するという報告がある5）。また，

年 3月の放出時に壊変補正するとほかの報告と
同様の約 1：1であった。
　表 1の値から，キノコの種類により移行係数
は大きく異なることが分かる。
　移行係数の低減方法としては，培地中にカリ
ウムのようなキノコのセシウム吸収と競合する
物質を添加する方法，また，培地中にプルシア
ンブルーやゼオライトのようなセシウム吸着材
を加える方法が挙げられる。
　図 1に培地に通常の栄養材とともにセシウム
吸着材としてプルシアンブルーを加えた際の移
行係数の比を示した。縦軸は，添加条件での移
行係数を表 1の移行係数で除した数値，横軸は
添加量を対数表示した。ナメコに関しては 100 
Bq／kg の培地，1,000 Bq／kg の培地の 2種類を
用いて同様の栽培を行った。培地放射能濃度に
関係なくプルシアンブルー添加量を増やすこと
により移行係数が低下していることが分かる。
しかし，添加量を増やすとキノコの生長が阻害

表 1　 菌床栽培キノコの移行係数とその統計誤差   
収穫した子実体を混合，粉砕し均一化した後測定を行った

ナメコ アラゲキクラゲ エリンギ ブナシメジ シイタケ

栽培ポット数 12 12 8 8 25

移行係数 0.71±0.08 0.093±0.008 0.18±0.014 0.11±0.01 0.58±0.04

図 1　プルシアンブルー添加栽培時の移行係数の比
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3　まとめ
　栽培キノコにおける放射性セシウム移行係数
低減を目的とし，トレーサ実験及びプルシアン
ブルー添加条件の検討，オガコの除染実験を行
った。これらの結果を組み合わせることで，比
較的放射能濃度の高いオガコを原料としても非
常に放射性セシウム含量の低い安全なキノコの
栽培が可能となると考えられる。

【謝辞】

　本研究は平成 24 年度 JST 復興促進プログラ
ム「キノコ栽培における放射性汚染物質の移行
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これとは別に我々は自生キノコの採取と測定も
行っており，その中で稀に 110mAg を濃縮して
いる種があった。それらはまた違った成分や機
構による濃縮を行っていると考えられるため，
複数の元素のトレーサ実験を行い分析すること
で微量元素の濃縮機構解明の一助となる可能性
がある。
　また，今回の実験での 137Cs 移行は，培地へ
の注入量と最終的に子実体に含まれていた
137Cs を比較すると，注入量の 20％程度が移行
していたことが分かった。一方，汚染オガコを
用いたエリンギ菌床栽培では計算すると全放射
性セシウム量に対し 5％程度の移行であった。
ポット内のRI 分布の違いも今後検討していく
必要があるが，エリンギへの移行について，菌
糸が木材を分解するとはいえ，オガコからの水
分中へ溶け出すセシウム量が大きく効いている
可能性がある。そこで栽培前のオガコの水洗処
理を検討した。オガコの除染効率は今後木材中
の放射性セシウム分布の移行に伴って変化する
と考えられる。しかし，全ての除染はできなく
とも，溶けやすい状態の放射性セシウムが流れ
るため見掛けの除染量よりも大きな効果が上げ
られると期待される。除染後のオガコを用いた
実証実験を今後行っていく予定である。

された。その中でも，131I は事故後高い放射能
を持ち，人々の甲状腺癌の原因となり得るため
注意すべき核種の 1つである。しかし，131I は

1　緒言
　2011 年 3 月に生じた福島第一原子力発電所
事故により，多量の放射性物質が環境中に放出

福島第一原子力発電所事故起源の
放射性ヨウ素同位体比の推定

三宅　泰斗
Miyake Yasuto

（東京大学大学院　工学系研究科原子力国際専攻）
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2　実験方法
2.1　加速器質量分析（AMS）について

　AMSとは，加速器を組み込んだ質量分析法
であり，通常の質量分析では不可能な同重体の
分離ができ，極微量の長半減期の放射性同位体
を高感度に検出することが可能である。AMS
で得られるのは，極微量な放射性同位体と安定
同位体の同位体比であり，129I を測定する場合
には，129I と 127I の同位体比を測定することに
なる。129I は AMS以外の手法では検出できな
いか，効率や感度で大きく劣るため，129I の測
定にAMSは非常に有用である2）。AMSによる
測定は東京大学タンデム加速器施設（Micro 
Analysis Laboratory Tandem Accelerator The Uni-
versity of Tokyo, MALT）の AMSビームライン
を用いた。
2.2　土壌の前処理方法
　採取された土壌試料は全 50 点であり（図 1），
乾燥後，内径 5 cm，高さ 5 cm の U8 容器に入
れられ，131I，134Cs や 137Cs の放射能が g 線測定
により求められた1）。AMSにおいて必要な試

半減期が約 8日と短いため，事故後数か月で測
定することができなくなってしまう。一方で，
同じ核分裂生成物である 129I は 131I と同位体で
あるため，化学的に同一の挙動を示すと考えら
れる。さらに，半減期が 1,570 万年であり，今
後も測定可能なので，事故時の 131I との同位体
比を知ることができれば，129I を測定すること
で，131I の事故当初の分布を再構築ができると
考えられる。
　福島第一原子力発電所事故では，事故後早期
に原子力発電所周辺から土壌が採取され，131I
や 134Cs，137Cs 等の放射能が測定された1）。こ
れらの試料中の 129I を測定すれば，事故時の放
射性ヨウ素同位体比（129I／131I 比）を推定する
ことが可能である。以上から，本研究では，福
島第一原子力発電所周囲から採取され，131I が
既に測定された土壌について，加速器質量分析
法（Accelerator Mass Spectrometry, AMS）によ
り 129I を測定し，事故時の（129I／131I）比を推定
した。

図 1　試料採取地図
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ヨウ素の同位体比（129I／131I）の原子数比での関
係が，実測値のものとORIGEN2 コードの計算
結果によるものでそれぞれ示されている。各核
種の値は 2011 年 3 月 11 日に補正されており，
実測値については各地点での 129I／131I と

料の量は 1 g 以下であり，U8容器内の土壌は
100～140 g ほどであるため，土壌の均質化が非
常に重要である。そのため，まずは乳棒と乳鉢
を用いて土壌を均質化した。そこから 0.1～0.4 
g の試料を測り取り，管状炉を用いて熱加水分
解法によりヨウ素を土壌からアル
カリ溶液へ分離した。ここで，ヨ
ウ素がトラップされた溶液の一部
を分取し，ICP-MS により，土壌
自体に含まれている安定同位体の
127I を測定した。残りの溶液には，
濃度既知の 127I をキャリアとして
加えた後，四塩化炭素を溶媒とす
る溶媒抽出によりヨウ素を精製し
た。最後に，硝酸銀を加えヨウ化
銀の沈殿を作成し，MALT にて
AMSで 129I と 127I の 同 位 体 比
（129I／127I）を測定した。これと
ICP-MS で求めた 127I の濃度によ
り，土壌中の 129I を求めた。

3　結果及び考察
　g 線測定で測定された 131I と
AMSで測定した 129I は良い相関
を示し，131I の値を事故時点の
2011 年 3 月 11 日に補正すると，
50 点の平均の 129I／131I 比（原子数
比）は 26.1±5.8 となった（図 2）。
この結果をORIGEN2 コードの計
算結果と比較したものが図 3とな
る。ORIGEN2 コードとは，核種
崩壊生成計算コードであり，福島
第一原子力発電所 1～4号機の
2011 年 3 月 11 日時点，及び，そ
の後の放射性核種量が評価され
た3）。本研究で 129I を測定した土
壌は，131I のほか，134Cs や 137Cs も
g 線測定により測定されてお
り1），図 3では，放射性セシウムの
同位体比（134Cs／137Cs）と放射性

図 2　 129Iと 131Iの関係    
（131I の値は 2011 年 3月 11日に補正。図中の直線が平均値
である 129I/131I＝26.1 を，破線は±1 sの値をそれぞれ示す）

図 3　 実測値と ORIGEN2コードの計算結果との比較 
（各核種の値は 2011 年 3月 11日に補正）
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更に得るべく，採取地域による同位体比の違い
の調査や，ほかに 36Cl など AMSで測定可能な
他核種の測定を試みる予定である。
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134Cs／137Cs，及びそれらの平均が示されている。
ORIGEN2 コードの計算結果では福島第一原発
の 1～3号機での 129I／131I と 134Cs／137Cs，及びそ
れらの重心が示されている。比較の結果，実測
値の 50 点の平均値は計算結果と矛盾しないこ
とが分かった。

4　今後の展望
　本研究では，福島第一原子力発電所事故によ
り放出された 129I と 131I の事故当初の同位体が
推定され，ORIGEN2 コードの計算結果とも矛
盾しないことが分かったが，同位体比にはまだ
バラつきがある。今後は，事故に関する知見を

型NaI（Tl）シンチレーション検出器を用いた測
定により，高エネルギー光子のエネルギー情報
が得られている。しかしながら，雷バーストの
発生メカニズムはいまだ不明な点が多いため，
より詳細な情報を得るために高エネルギー光子
の発生位置（飛来方向）に関する精密測定が可
能な検出器の開発が求められている。コリメー
タにより検出器に指向性を与える方法では，測
定対象が数MeVの高エネルギー光子であるこ
とから，コリメータの大型化や重量増加，また
検出効率の低下をもたらし，望ましくない。そ
こで，本研究では角柱状シンチレータを用いる
ことで，軽量，高検出効率な指向性 g 線スペク
トロメータを提案，基礎実験とモデル計算に基
づく設計検討の下に，雷バースト測定に対する

1　はじめに
　雷活動に起因すると考えられる放射線レベル
の上昇が，地上，雷雲中，更には雷雲上空の超
高層領域まで様々なフィールドで観測されてい
る1─3）。雷活動とともに観測されるのは，g 線領
域のエネルギーを有する数MeVの高エネルギ
ー光子であり，数ミリ秒から数十秒程度持続す
るため，雷バーストと呼ばれている。冬季雷の
発生頻度が高い日本海沿岸では，この雷バース
トが，原子力関連施設周辺に多く設置されてい
る環境放射線モニターの信頼性を低下させる一
因となっている。そこで，雷雲中での放射線発
生メカニズムの解明やモニタリング信頼性向上
のため，雷由来の高エネルギー光子と環境放射
線の弁別法に関する研究が進められており，大

雷バーストを対象とした
g 線スペクトロメータの概念検討

有元　康浩
Arimoto Yasuhiro

（名古屋大学大学院　工学研究科）
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この角柱状GAGG（Ce）のエネルギー分解能は，
662 keV に対し，9.5％（FWHM）であった。

3　検出器の設計検討
　角柱状GAGG（Ce）1 本の応答に着目すると，
g 線が長軸方向から入射する場合にカウントが
少なくなるため，図 3に示すように，シンチレ
ータを等間隔扇形に配置した検出器を考案し
た。雷バースト高エネルギー光子は遠方の雷雲
より飛来すると予測されるため，検出器に対し
ては並行ビームとして入射すると考えられる。
扇形検出器は設置した平面上で入射方向を推定
するため，設置角度を 0～180°とした検出器を
3セット（Z軸周りは設置角度を 0～360°）設
置すれば，全天を測定対象とすることが可能と
なると考えられる。
　1セットの扇形検出器の応答は，全てのシン
チレータの総カウントに対し入射方向に対応し
たシンチレータのカウントが減少するため，各
シンチレータの計数を比較することにより平行
ビーム入射方向の推定が可能と考えられる
（図 4）。
　以上の基本コンセプトに対し，扇状検出器 1
セットの検討を実施した。各シンチレータは，

適用可能性を評価した。

2　基礎実験
　測定対象がバースト状の高エネルギー g 線で
あると予想されるため，高密度（6.63 g／cm3）・
高 Z（54.4）で自己放射能のないGd3Al2Ga3O12：
Ce（GAGG（Ce））シンチレータをスペクトロメ
ータの構成要素として選定した。GAGG（Ce）
は潮解性を持たないことから，角柱状に加工す
ることが容易である。
　角柱状GAGG（Ce）の入射方向依存性を調べ
るための基礎実験を行った。実験体系を図 1に
示す。角柱状GAGG（Ce）（5.8×5.8×42 mm3）
と 137Cs 線源の位置 qを変化させて得られたエ
ネルギースペクトルを図 2に示す。q＝0°の場
合の 150 keV 以上のエネルギー付与事象の計数
は，q＝90°の場合の約 70％となった。これは，
シンチレータロッド長軸方向の自己遮蔽の影響
で検出効率が減少したものと思われる。また，

図 1　実験体系

図 2　測定で得られたスペクトルの例 図 3　扇形検出器の概念図
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予定である。
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入射方向推定のために計数に付随する統計誤差
を考慮した上で，有意な入射方向による計数差
が得られる大きさが必要である。文献 4）によ
り示される高エネルギー光子のエネルギースペ
クトルをモデル計算に組み込み，図 1で示され
るシンチレータのサイズを n倍にして 90°と 0°
の計数差を計ったところ，60 秒のバーストに
対し指向性検出器として有意な計数差を得るた
めには，角柱状シンチレータのサイズを n＝3
すなわち 17.4×17.4×126 mm3 にする必要があ
るという結果が得られた（図 5）。

4　まとめ
　雷バーストを対象とした角柱状シンチレータ
を用いた指向性 g 線スペクトロメータを提案し
た。GAGG（Ce）シンチレータを構成要素と選定
し，基礎実験により特性を明らかにし，これを
基にモンテカルロシミュレーション計算に基づ
く設計検討を行った結果，雷バーストに対し適
用できる見込みを得た。今後，検出器の最適設
計と試作検出器による特性評価を実施していく

図 4　 30°方向から g 線平行ビームを入射させた
場合のカウント比

図 5　 GAGG（Ce） 5.8×5.8×42 mm3の各辺の長さを
n倍とした計算結果




